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各分野の現状と１０年後のニーズを視野に入れた目標（素案） 

 

宇宙利用の戦略的目標を議論するため、衛星の利用機能別に、社会の

ニーズを前提として、技術革新状況、実現性等を総合的に勘案して約１０

年後の目標を検討したものである。目標達成には資源が必要となるが、今

後、この面からの検討を行う予定。 
 

１．通信・放送 

【現状】 

●衛星通信・放送は地上のインフラと相互に補完する形で実利用されてき

ており、今後の地上系の技術の進展に合わせ、衛星系も技術開発が必

要となっている。 

●地上系サービスの届かない地域の解消、船舶・航空機等の代替手段の

ないユーザへの通信・放送手段の確保、災害発生時の非常時通信・放

送手段の確保等には衛星利用が適している。 

●また、今後通信・放送需要の増大が予想される移動体通信・放送にお

いても衛星利用は有効な手段となっている。 

 

【目標】 

○地上系（有線・無線）とのシームレス化のため、高速大容量衛星通信の

実用化（移動体通信で数 Mbps級の回線、小型地球局で 100Mbps級

のアクセス回線、拠点間で 1Gbps級のバックボーン回線の実現） 

【参考】回線容量と利用可能なコンテンツの例（H13情報通信白書より） 

 ６４ｋｂｐｓ： 電話、FAX、電子メール 

 ５００ｋｂｐｓ： 静止画像、音楽がスムーズに視聴可能 

 １．５Mbps： 動画像がなんとか見られる程度（TV会議） 

 ６Mbps： 通常のテレビ映像品質の放送 

 ２２Mbps： 高精細度テレビ放送（映画なみ） 

○利用不可能地域（ビル陰、山間地、僻地）の解消 

資料６－５ 前提：目標は網羅的に挙げたもの。 

（今後資源配分の観点から優先順位が検討される。） 
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図１ 衛星通信の伝送速度の変遷 
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２．測位 

【現状】 

●1998 年の日米共同声明において、①米国政府は継続的に利用者に直

接課金なしに民生用標準測位サービスを提供する意向を示し、②日米

両政府は、緊急事態に対する準備の必要性とともに、民生利用を不当

に中断又は劣化させることなくＧＰＳ及びその補強システムの誤用・悪用を

避ける必要があることを認識し、③日本政府は、米国との間でＧＰＳ標準

測位サービス及びその補強システムの健全な運用と効果的な利用を促進

するために協力するとの方針を打ち出している。 

●欧州においては、ガリレオと呼ばれる独自の衛星測位システム（衛星 30機、

2008年運用開始）を整備する計画が検討されている。 

●国土地理院の電子基準点リアルタイムデータを利用してＧＰＳによる測位

精度を改善する民間サービスが計画されており、平成１４年度中にｃｍ級

の精度の測位が可能となる。 

●しなしながら、地上系補強システムの利用不可能地域が存在することが

課題となる可能性がある。 

 

【目標】 

○ＧＰＳの利用における日米の協力体制の下で、衛星による補強システムに

より、地上系補強システムを補完し、日本全国を覆うｃｍ級の測位精度

を可能にする。 
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注）DGPS：基準局で GPS による測量を行い、実際の位置と GPS で算出された

位置のずれを中波や FM 放送などの地上波で送信し、測位点での

GPS による測位結果を補正する手法。 

  RTK-GPS：電子基準点（ＧＰＳ基準局）で観測したＧＰＳ受信データを無線

等により測位点に伝送し、測位点での GPS 受信データと合わせてリア

ルタイムに解析して位置を決定する手法。 

図２ GPS の補強システム 
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３．安全保障・危機管理（災害対策を含む） 

【現状】 

●現在、我が国の防衛・外交等の安全保障及び大規模災害・事件・事故

対応等の危機管理に必要な情報収集を行うことを主目的とした情報収

集衛星を開発中であり、同衛星システムでは世界中の任意の地点につい

て、１日１回以上観測可能となる予定である。 

●災害発生直後の状況把握においては、現在運用中のヘリテレシステム

（ヘリコプター搭載のテレビカメラで被害状況を把握）は有効であるが、夜

間や悪天候時には使用できず、また、画像解析による広域被害の分析

に適さない等の欠点がある。 

●大災害発生時の被害把握等においては衛星画像が有効であることから、

情報収集衛星と併せて地球観測衛星の活用が考えられている。 

●また、警察等への緊急通報の約５０％は携帯電話から発信されており、

発信者の位置特定が重要な課題となっている。 

 

【目標】 

○国内外の技術動向を見つつ、センサーの高性能化、多機能化など情報

収集能力の向上を図る。 

○発災後３時間以内の高解像度(1m、最低で 5m)観測(可視・赤外・レー

ダー)データ処理技術（30km 地域の情報）の開発と実証を行う。データ処

理に関しては、過去のデータとの比較により被災状況を判読することが必

要。 

○大規模災害時の移動体通信・放送技術 → 通信・放送分野 

○非常時移動体端末を利用した災害情報・警報提供 → 通信・放送

分野 

○救急・救命、事故・犯罪、復旧・復興対策システムにおける測位情報利

用 → 測位分野 
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図３ 観測衛星の回帰日数とセンサー解像度の関係 
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４．地球環境モニタリング・気象観測 

【現状】 

●局地豪雨等異常気象多発への対応が大きな課題となっており、静止気

象衛星の観測に加え、地球観測衛星の観測データの数値予報への活

用が期待されている。 

●長期予報の高精度化により、渇水や農作物作況の予測が期待されてい

る。 

●地球温暖化対策として、2012年までに一定の温室効果ガス排出量の削

減が義務付けられており、効果的に対応するため、今後、温室効果ガス

のモニタリングや森林等の吸収源の的確な把握が必要となっている。 

●気候変動モデルの精度向上も重要な課題であり、そのためには十分な観

測データの蓄積が不可欠である。 

●また、国境を越える大気汚染物質の監視が求められている。 

 

【目標】 

○気象予報精度の向上 

（ア）短期予報（通常予報・局地豪雨予報） 
これまで行われてきた観測に加えて、降雨・雲データの空間時間分解

能を向上するとともに、これらデータの集中豪雨等災害防止及び定常

的な天気予報への活用を図る。 

（イ）長期予報 

今後半年間の天候予測を渇水や農作物作況の予測が可能なレベル

で行える技術開発を行う。 

 

○温暖化対策 

（ア）京都議定書の第 1約束期間の的確な評価及び第２約束期間以

降における適用をめざして、国別の温室効果ガスの温室効果ガス

濃度・吸収量の把握手法を確立する。排出量については高度
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5km以下を含め対流圏の 3次元 CO2分布（水平 10km メッシュ、

月平均精度 1％以内）の観測を目標とする技術研究を行う。また

植林等の吸収源活動については透明・確実でコスト・パフォーマンス

に優れた監視手法の実用化を目指し、第 1 約束期間(2008～

2012 年）をターゲットに、森林の最小単位(0.05ha）の面積の同定

および樹種・樹高の精密計測を可能にする技術開発を行う。 

（イ）第２約束期間以降の長期的な温暖化政策決定と評価のため、気

候変動モデルにおいて将来予測誤差の低減を行う。このため、空

間分解能 10km、分単位の時間分解能を実現するための大気微

量成分の空間分布、降雨、雲/エアロゾル・放射等の観測技術を

開発する。 

 

○自然資源管理 

ヨハネスブルグサミット（平成13年8月）や第３回世界水フォーラム（平成

14年 3月）の成果を見つつ、水循環や自然資源等の監視手法を開発

する。雲･降水、土壌水分量、地表面温度、土地利用･土地被覆変

化、植生生産量などの項目について広域的には空間分解能 100m・時

間分解能 2日、高分解能観測では同 10m、週 1回の観測を可能にす

る技術開発を行う。 

 

○越境大気汚染対策 

東アジア地域の越境大気汚染物質の移動状況及び発生状況を把握

するため、SO2、NO2、エアロゾル（黄砂を含む）について監視を可能とす

る技術を開発する。移動状況については 100m週 2回、発生状況に関

しては 20km、1日 1回の監視を可能とする技術開発を行う。またオゾン

層破壊物質の国際的な規制措置の効果を検証するために精度の高

い監視技術の開発を行う。 
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図 4.1 気象・環境衛星の時間･空間分

解能の動向 

図 4.2 温室効果ガス観測の目標 
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５．資源探査・モニタリング 

【現状】 

●北海道においては、海外の観測衛星画像を用いて農作物の生育状況の

把握する技術の実用化に成功した例がある。 

●乱獲防止のための正確な水産資源の把握に、衛星による科学的データ

の蓄積が必要となっている。 

●1992 年より観測を始めた日本初の資源探査衛星 JERS-1（ふよう）の観

測データを活用し、中国トルファン盆地等で油田や鉱床が発見されてい

る。 

 

【目標】 

○農作物 

（ア）１０年後を目標として、1ha 以下の規模の小さい田畑を含めた作況

現況把握を９０％以上の精度で国内外で可能にする。 

（イ）農作物の種類、および生育状況（病気の発生）を把握するための波

長高分解能センサの開発およびアルゴリズムの開発 

○水産資源 

（ア）漁業資源の乱獲を防ぎ適正な漁獲量を確保するための基礎データ

の提供。 
①基礎資源となる植物プランクトン現存量の推定精度を±10％の精
度で決定する観測 

②魚介藻類の各潜在資源量を±20％の精度で推定する技術の開
発 

（イ）漁業資源保護の観点から、船舶事故などによる油流出の状況や赤

潮プランクトンの発生を 10m の精度で観測する技術開発 

（ウ）沿岸資源モニタリングの観点から、陸域からの光の妨害を排除する技

術開発、及び無機懸濁物と植物プランクトンを区別する水色センサー

の開発 

○石油・鉱物資源 
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（ア）資源の乏しい我が国が石油･鉱物資源を独自かつ効率的に開発･ 

生産し、安定的に低コストで資源を確保するための技術開発。 

①石油・鉱床胚胎可能地域を示す指標としての地質構造及び鉱物

資源分布を同時に高い空間・スペクトル分解能で観測する技術の開発。 

②多偏波、他波長を利用した熱帯等森林被覆地域における地質構

造および岩質の抽出精度向上のための技術開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ センサー分解能とセンサーバンド数の遷移 
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長期的視点に立って着実に推進することが適当と考えられる分野 

 

以下の分野は、将来の宇宙利用の分野あるいは宇宙利用を支える技術の

分野として考えられるため、10 年後の戦略的目標の設定に従って実施する

のではなく、長期的視点に立って着実に推進することが適当と考えられる。 

 

１．宇宙環境利用 

【現状】 

●米国では、生物学的特性の解明と新規材料開発に係る微小重力利用

が中心。特にタンパク質構造・機能解析に関して実験が行われているが、

NASAが NSF から宇宙実験の優位性の確認が求められている段階。 

●欧州では生命科学・材料科学・物理科学などに係る微小重力利用が

中心。 

●日本では材料科学・ライフサイエンス・宇宙医学分野を中心とした研究分

野において宇宙環境利用が進められてきている。1990 年代からスペース

シャトルや小型ロケット、地上の実験手段を用いて利用分野、利用者層

の開拓を進めている。また応用分野としてタンパク質構造・機能解析に係

る結晶育成実験へのニーズが高まっている。 

●現在国際宇宙ステーションを組立中。日本は実験棟 JEM などを開発中。

今後、研究開発の拠点は国際宇宙ステーションが中心となる。 

 

２．宇宙太陽光発電 

【現状】 

●米国では NASAが 1995年に概念発表、その後の先行的研究開発に続

いて、近年軌道上実験計画を本格化させている(2001年度予算 8百万

ドル)。 

●日本では 1980 年代より、宇宙太陽発電衛星に関する基礎研究が行わ

れ、近年、経済産業省や宇宙開発事業団においてシステム検討が行わ
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れている。 

 

３．宇宙科学 

【現状】 

●米国は、航空宇宙局（NASA）がＸ線天文学、地球磁気圏観測、小惑

星探査、月・火星探査といった分野で自ら衛星を打ち上げ、観測・探査

を実施。また、太陽観測（1995年打上げ）や木星探査（1997年打上げ）

等の分野では NASA が欧州宇宙機関（ESA）と協力。今後とも、火星探

査は継続される予定であり、また 2004 年には水星探査機を打ち上げる

予定。 

●欧州は、ESA が X 線天文学、赤外線天文学、地球磁気圏観測、月・

火星探査を実施。2003 年には、月及び火星に向けてそれぞれ無人探査

機を打ち上げる予定。また、2009年には水星探査機の打上げを予定。 

●我が国は、X 線天文学、赤外線天文学、宇宙電波天文学、太陽観測、

地球磁気圏観測などの分野で、自ら衛星を開発・打ち上げ。また、太陽

観測、地球磁気圏観測の分野で、NASA などと協力。今後、2002 年に

は小惑星探査、2003年には月内部構造探査、2005年には月表面の観

測を目的として衛星を打ち上げるとともに、2004 年には火星周回軌道に

入るのぞみ探査機（1998 年打上げ）により、火星の上部大気を観測予

定。金星の大気、水星の探査計画については、国際協力を含め計画の

とりまとめに着手したところ。 

 

４．有人宇宙活動 

【現状】 

●米国は、スペースシャトル計画及び国際宇宙ステーション（ISS）計画により、

有人宇宙活動を展開。 

●欧州では、ISS 計画に欧州実験棟及び補給機の開発を通じて参加。ま

た、欧州閣僚理事会は、2001年 11月、ポスト ISS計画として、月面有
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人探査、火星有人探査を含む有人太陽系探査ミッションの初期検討費

用を認めた。 

●ロシアでは、2001年 3月のミール宇宙ステーションの廃棄以降、ISS計画

への参加に限定。ISS 計画に対しては、プログレス補給船、ソユーズ帰還

機を提供するとともに、独自の宇宙技術を用いて、一般人の ISS 滞在等

を実現。 

●中国はロシアと協力しつつ独自の有人宇宙活動を展開しており、早けれ

ば２００５年には中国初の有人宇宙飛行を実現すると見られている。 

●我が国は、ISS 計画を通じて有人宇宙活動に必要な技術・経験を蓄積

する予定。ISS 計画には日本実験棟（JEM）及び HTV 補給機の開発を

通じて参加。ISS 計画後の有人宇宙活動に関する計画は、現在、有し

ていない。 

 

５．宇宙ゴミ（スペースデブリ）対策 

【現状】 

● 国際機関間宇宙デブリ調整会議（IADC）や宇宙空間平和利用委員会

(COPUOS)の科学技術小委員会（STSC）において、新たなスペースデブ

リに発生の抑止に関する議論が行われている。 

● 米国・ロシアが中心に観測を行っており、米国が観測・カタログ化したデブ
リの軌道要素が公開されている。 

● 各国でデブリ発生防止技術の開発と実際のプログラムへの適用が図られ、
ボランタリーベースでデブリ発生防止基準の制定も進められている。 

● 我が国では、スペースデブリ委員会において参加機関のスペースデブリ対
策に関する議論が行われている。観測については、岡山県に観測施設を

整備しているところ。また各研究機関で防御技術などの研究が行われて

いる。また NASDA では 1996年にデブリ発生防止基準を制定した。 

 


